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様式第２

　　年　　月　　日　

意　　見　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　印
　　年度集客力アップに向けた課題解決応援事業にかかる申請にあたり、当団体は　　　　　　　　（代表者　　　　　）が助成要領４（助成対象事業者）④の要件に該当するものと認め、当該申請者とともに様式第１の事業計画を策定している。

　

記

１　支援機関としての意見

【実施する事業が観光客の満足度向上や受入れ態勢に関する課題解決に資するものであると判断する理由】

	



	


	

	





２　支援体制

	支援機関名（商工団体名）

　
	支援業務担当者

役職名　氏名　　　　　　　　　






































































	
	
	

	
	
	






















































































































































	
	

	
	

	
	

	
	

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	























受付印































































































�対象事業者について、旧おもてなし産業と同様でよいか？


（例えば一般社団法人、まちづくり会社等幅広にしてもよいのではないか）


�→対象事業者の拡充は行わない。（あくまで個店を運営する中小企業者向けの事業）


�予算資料上で想定している補助要件を追加


�予算資料上で想定している採択基準を記載


（審査委員会の平均6割や加点項目は別途基準を定める）


�（Ver.2）③について、記載を修正 ④（事業の実現性）を追加、⑤の加点項目を追加


（加点項目については、新事業チャレンジステップアップの交付要領の記載を参考とした）


�（Ver.2）過去3年の企業支援補助金（経営支援や店舗改装、商品開発支援）について、不足していると思われるものを追加


再度、県経営改革課、産業技術課に過去3年の補助事業について確認が必要


�おもてなし産業では体験コンテンツ提供を促進するために入れていたがあえていえる必要があるのか。


（事業用建物の一環と思われる）


�（Ver.2）体験施設も含むことを注釈に追加、また、下記にあわせて新築も追加


（おもてなしでは体験施設は新増築・改装と設備の導入を一体にしなければならないとしていたが、その縛りはしない前提としている）


�（Ver.2）この縛りは不要と考え削除


�（Ver.2）単なる設備更新（空調の更新等を想定）を除外するため注釈を追加


�（Ver.2）エリア加点については削除


（加点ではなく、審査の中で、優先的な採択を検討）


�（Ver.2）文言を修正


�表を削除し、事業内容が課題解決に資するものであると判断する理由を記載してもらう内容としたい
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